建設事業の評価について

（意見具申）

平成25年12月16日

大阪府建設事業評価審議会

１　はじめに

平成25年度は、再評価案件９件、再々評価案件３件の合計12件の対応方針（原案）について、審議を行った。

審議にあたっては、従来どおり審議会を公開し、府民意見や意見陳述の公募を行うとともに、審議概要をホームページで公表するなど、透明性の高い審議会運営に努めた。

また、平成20年度に事前評価を実施した京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業について、事業費が増加する場合は、変動理由も含め報告を受けることとしており、現時点で事業費が概ね確定できたことから、その報告を受けた。

２　審議対象の基準

今年度については、審議の一層の効率性を高めるため、事業内容等から代替案の検討が困難な事業や、評価時点における進捗率が高い事業のうち、①用地買収率90％以上で工事着手済みの事業、②用地買収を伴わない事業で工事進捗率80％以上の事業、③翌年度までに完了予定の事業を本審議会の審議対象から除外することとした。その結果、当初予定していた評価対象事業43件のうち、12件を本審議会で審議することとなり、その他の事業は、各担当部局で内部評価を実施することとなった。

なお、用地買収率に係る指標は、用地の進捗率が高い場合においても、工事の進捗率が低ければ、計画の見直しや中止になる可能性もあるため、平成26年度以降については、適用しないこととした。したがって、平成26年度以降については、事業内容等から代替案の検討が困難な事業に加え、評価時点における進捗率が高い事業のうち、①工事進捗率80％以上の事業と②翌年度までに完了予定の事業を用地買収の有無に関わらず本審議会の審議対象から除外することとした。

審議対象の基準は、８ページのとおりである。

３　審議結果（審議の詳細は10ページから25ページを参照）
次表に記載の12事業について審議を行った。その結果、府の対応方針（原案）は、本審議会に提出された資料と説明の範囲において適切であると判断した。

対象事業と府の対応方針（原案）（休止等の定義は７ページを参照）
	　事　業　名
	府の対応方針（原案）

	【砂防事業】

	1 鍋田川砂防事業［(旧)寺川右支渓砂防事業］
	事業継続

	2 古淵川第２支渓砂防事業
	事業継続

	3 北川砂防事業
	事業継続

	4 権現川砂防事業
	事業継続


	　事　業　名
	府の対応方針（原案）

	【砂防事業】

	5 奥山大谷砂防事業
	事業継続

	6 津田川第１支渓砂防事業
	事業継続

	【街路事業】

	7 都市計画道路十三高槻線（正雀工区）街路事業
	事業継続

	8 都市計画道路池上下宮線街路事業
	事業継続

	9 都市計画道路大阪岸和田南海線（府中工区）街路事業
	事業継続

	【港湾事業】

	10 堺第７－３区共生の森整備事業
	休止

	11 泉州港北港地区港湾整備事業
	休止

	【公園事業】

	12 蜻蛉池公園整備事業
	事業継続


※審議案件は、いずれも再評価または再々評価の対象事業

なお、各事業の審議における主な論点と今後の事業実施において改善・留意すべき事項は、以下のとおりである。

【砂防事業６件（①～⑥）共通】
砂防事業の目的は、土石流の発生による災害から、府民の生命・財産を保護するため、砂防施設を整備することであり、いずれも事業継続したいとの提案があった。

砂防事業６件は、事業に着手してから５年を経過した時点で、用地買収率が０％となっているが、６件とも、遅延要因である地籍混乱の解消や境界確定などの課題は今年度中に解消を図るという記載になっていたため状況を確認した。いずれも、平成25年度、26年度の２ヶ年の範囲内で、地籍混乱の解消や境界確定などの課題を解決し、用地買収を終えて、27年度には工事着手できる予定であるとの説明を受けた。また、用地買収率が同じ０％でも、事業により進捗状況は異なるため、具体的にどの程度進んでいるのか、土地の権利者数や交渉状況などについて数値的に示すことはできないか確認した。その結果、用地境界や相続人の確定等の調査が進んだ際に、権利者数が増減することもあり、不確定な要素が多分に含まれることなどから、数値的に示すことは困難であるとの説明を受けた。

また、費用便益比を算出する際の便益は、国土交通省のマニュアルに基づき、人口分布や家屋資産などを、事業を実施する箇所が属する各市町村の統計データや原単位を用いて一律に算出しており、事業箇所の実際の状況が反映されていないことが懸念される。今後、実際の事業箇所の状況を反映できるような評価方法についても検討されたい。
【砂防事業６件（①～⑥）の共通事項以外の特筆すべき事項】
1 鍋田川砂防事業［(旧)寺川右支渓砂防事業］
本事業について、以下の説明を受けた。

事業予定地の広範囲に地籍が混乱していることが確認されたため、地権者や法務局等の関係機関との調整に日数を要していたが、今年度中に地籍混乱の解消を図り、順次境界の確定及び用地取得を行う予定である。また、用地の取得後は速やかに工事着手し、平成30年度までの完成を予定しているとのことであった。

2 古淵川第２支渓砂防事業
本事業について、以下の説明を受けた。

事業用地の取得に際して一部地権者（相続人・共有名義）の確認に日数を費やしていたが、今年度中に確認を完了し、境界の確定後速やかに取得を行う予定である。また、工事施工については、地権者の理解が得られていることから、平成29年度までの完成を予定しているとのことであった。
3 北川砂防事業
本事業について、以下の説明を受けた。

事業予定地の広範囲に地籍が混乱していることが確認されたため、地権者や法務局等の関係機関との調整に日数を費やしていたが、今年度中に地籍混乱の解消を図り、順次境界の確定及び用地取得を行う予定である。また、工事施工については、地権者の理解が得られていることから、平成33年度までの完成を予定しているとのことであった。
また、審議では、以下のことを確認した。

前回評価時も今回も工期を９年と設定しているが、本事業では砂防えん堤を４基整備する必要がある。そのため、１基を整備する他の砂防事業と比べて地権者の数が多く、地籍混乱の解消にかかる時間が長くなり、それが工期に影響するのではないかという点を確認した。その結果、工事については、並行して進められる工程が多くあること、また、既に地籍混乱があることが確認されている１基以外の３基についても前倒しで地籍調査を進めることで、予定期間内に完了できるとの説明を受けた。
4 権現川砂防事業

本事業について、以下の説明を受けた。

事業用地の取得に際して、事業予定地の権利者と隣接地権者の間の用地境界に関する主張が異なることから、境界の確定に日数を費やしていた。現時点で概ね合意が得られているため、今年度中に境界を確定し、用地取得を行う予定である。また、工事施工については、地権者の理解が得られていることから、平成29年度までの完成を予定しているとのことであった。

5 奥山大谷砂防事業

本事業について、以下の説明を受けた。

事業予定地において、広範囲に地籍が混乱していることが確認されたため、地権者や法務局等の関係機関との調整に日数を費やしていたが、今年度中に地籍混乱の解消を図り、順次境界の確定及び用地取得を行う予定である。また、工事施工については、地権者の理解が得られていることから、平成29年度までの完成を予定しているとのことであった。
6 津田川第１支渓砂防事業
本事業について、以下の説明を受けた。

事業用地の取得に際して、当該用地の地権者と一部隣接地権者の間の用地境界に関する主張が異なることから、用地境界の確定に日数を費やしていたが、現時点で概ね合意が得られているため、今年度中に用地境界を確定し、用地取得を行う予定である。また、工事施工については、地権者の理解が得られていることから、平成29年度までの完成を予定しているとのことであった。
【街路事業】
7 都市計画道路十三高槻線（正雀工区）街路事業
本事業について、以下の説明を受けた。

広域幹線道路ネットワークの強化と防災機能の強化を図るとともに、並走する現道の主要地方道大阪高槻京都線などの周辺道路の交通渋滞の緩和を図るため、バイパスを整備する事業であり、事業継続したいとの提案があった。

本事業は、効果を早期に発現するため、２工区に分割して整備を進めている。遅延要因となっていた１期区間の用地買収は概ね終えていることから、引続き２期区間の用地買収を平成26年度を目途に集中的に進め、買収が完了した区間から順次工事に着手し、平成32年度までの完了を予定しているとのことであった。
8 都市計画道路池上下宮線街路事業

本事業について、以下の説明を受けた。

広域幹線道路ネットワーク及び地域交通ネットワークの強化と地域の防災機能の向上を図るため、バイパスを整備する事業であり、事業継続したいとの提案があった。
遅延要因となっていた地図訂正が完了したことから、平成26年度までに用地買収を終え、平成28年度に供用を図る予定であるとのことであった。
　　なお、本事業については、現地視察もあわせて行った。

9 都市計画道路大阪岸和田南海線（府中工区）街路事業

本事業について、以下の説明を受けた。

広域幹線道路ネットワーク及び防災機能の強化を図るとともに、並走する現道の主要地方道大阪和泉泉南線の狭隘区間の交通を分散し、歩行者等の交通安全の確保を図るため、バイパスを整備する事業であり、事業継続したいとの提案があった。
遅延要因となっていた用地境界確定と文化財調査は概ね完了していることから、平成26年度までに用地買収を終え、平成28年度に供用を図る予定であるとのことであった。
　　　なお、本事業については、現地視察もあわせて行った。
【港湾事業】
10 堺第７－３区共生の森整備事業

本事業について、以下の説明を受けた。

臨海部で失われた水と緑のネットワークの構築や生態系の回復などを図るため、廃棄物処分場跡地に大規模な森やビオトープ空間等を創出・再生する事業である。
本事業は、府の対応方針（原案）が休止とされているため、その理由と次の

見直し時期を確認したところ、以下の説明を受けた。
平成20年度に策定された「財政再建プログラム（案）」において、港湾事業のうち津波高潮対策事業を重点的に整備することとしたため、休止としているが、津波高潮対策事業が概成する平成29年度を目途に事業計画の見直し及び事業再開について検討する予定であるとのことであった。
　また、審議では、以下のことに留意するよう指摘した。

　府の対応方針（原案）で休止することとしたことから、今回、費用便益比は算出していないが、前回評価時は、165.1と過大ではないかと考えられる数値となっていた。そのため、次回評価時の費用便益比の算出にあたっては、採用する手法の妥当性や適用方法を十分吟味し、適切な評価が行われるよう検討されたい。
　なお、本事業については、現地視察も合わせて行った。
11 泉州港北港地区港湾整備事業

本事業について、以下の説明を受けた。

関西国際空港２期事業の展開に伴う旅客・貨物の増加への対応や、新しい輸送体系である『海空複合一貫輸送（SEA&AIR）』、および航空利用とクルージングとを組み合わせた『FLY&CRUISE』を実現するため、港湾を整備する事業である。

本事業は、府の対応方針（原案）が休止とされているため、その理由と次の

見直し時期を確認したところ、以下の説明を受けた。
平成20年度に策定した「財政再建プログラム（案）」において、港湾事業のうち津波高潮対策事業を重点的に整備することとしたため休止しているが、津波高潮対策事業が概成する平成29年度を目途に事業計画の見直し及び事業再開について検討する予定であるとのことであった。

　また、次回の見直しにあたっては、現在、関西国際空港の運営を行っている新関西国際空港株式会社が、今後運営権等を民間に売却する予定であり、新たに運営権を行使する民間事業者の経営判断を踏まえて航空輸送や海上輸送の需要を見極める必要があるとのことであった。
【公園事業】
12 蜻蛉池公園整備事業

本事業について、以下の説明を受けた。

泉南地域のレクリエーション施設の拠点として位置づけ、都市周辺の自然環境を保全する重要な水と緑のオープンスペースとして整備する事業であり、事業継続したいとの提案があった。
今後の進捗見通しについては、事業認可区域の整備は、平成29年度に完了する予定であり、事業認可区域外については、平成23年度に策定した「都市計画公園・緑地（府営公園）見直しの基本方針」に基づき、必要性・代替性・実現性などを総合的に評価した上で、見直していく予定であるとのことであった。

４　報告案件

京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業については、平成20年度に事前評価案件として審議を行った。その際、今後事業費が増加する場合には、その変動理由も含め事業採択前に報告することとなっていた。

本件については、以下の報告を受けた。
事前評価時点では、概略設計をもとに近隣の連続立体交差事業の実績等から事業費を算出していたが、用地・補償費の見直し、測量や土質調査に基づく設計の見直しや環境影響評価結果に基づく対策等を踏まえて再精査した結果、総事業費が900億円から168億円増額し1,068億円となったとのことであった。
事業費の増額の理由についても説明を受け、やむを得ないものと理解したが、多額の費用増となっていることから、今後とも、事業費の縮減に努められたい。
５　結び
今回の審議では、府の対応方針（原案）で休止とされている案件が２件あり、審議会としては、次回の実施判断時期及び理由を確認し審議を行った。

審議にあたり、費用便益比の算出根拠資料に記載誤りがあったとして修正された事業もあったが、当初から正確かつ十分な資料を提示するよう、強く要望する。

さらに、今回の審議案件の費用便益比については、全て国土交通省のマニュアルに基づき算出しているが、地域の状況が十分反映されていない事業や前回評価時の算出結果が過大になっていたのではないかと考えられる事業も見られた。今後、費用便益比の算出にあたっては、採用する手法の妥当性や適用方法を十分吟味するとともに、実際の事業箇所の状況を反映できるような評価方法等についても検討されたい。
あわせて、費用便益比については、採用している算定手法や前提条件、考え方等について当初からわかりやすい資料を作成し、説明されたい。

府の対応方針（原案）の定義
	府の対応方針（原案）
	定　　　義

	事業継続
	事業を継続するもの。

	事業継続（一部休止）
	事業全体としては継続するが、一部について休止し、休止部分については一定期間後に再開等について見直しを行うもの。

	事業継続（一部中止）
	事業全体としては継続するが、一部を中止するもの。

	休　　止
	事業を休止し、一定期間後に再開等について見直しを行うもの。

	中　　止
	事業を中止するもの。


建設事業評価審議会の審議対象基準

	類型
	対象基準
	評価の視点

	事前評価
	府又は府が設立する地方独立行政法人（以下、府等という）が新たに実施予定の建設事業のうち総事業費が10億円以上と見込まれるもの（ただし、事業内容等から代替案の検討が困難な事業を除く）
	・上位計画等の位置付け

・優先度

・事業を巡る社会経済情勢

・事業効果の定量的分析

（費用便益分析等）

・事業効果の定性的分析

・自然環境等への影響と対策

・代替案との比較検討　など

	再評価

・

再々評価
	府等が実施する総事業費１億円以上の建設事業のうち、次のいずれかに該当する事業（ただし、（※）に該当する事業を除く）
(１)事業採択後又は着工準備採択後５年間を経過した時点で未着工の事業
(２)事業採択後10年間を経過した時点で継続中の事業

(３)事業計画又は総事業費の大幅な変更、社会経済情勢の急激な変化等により評価の必要が生じた事業

〔事業計画又は総事業費の大幅な変更〕

①事業を中止、休止（休止後の再開を含む）する場合

②総事業費が３割以上（総事業費が10億円未満の事業は３億円以上）増減する場合

③その他、事業計画を大きく変更する場合

(４)府等が実施する事業のうち再評価実施後、一定期間（５年）が経過している事業

(※)

1)事業内容等から代替案の検討が困難な事業
2)評価時点における進捗率が高い事業のうち、次のいずれかに該当する事業
(ｱ)用地買収率90％以上（事業費ベー

ス）で工事着手済みの事業

(ｲ)用地買収を伴わない事業で工事進捗

率80％以上（事業費ベース）の事業
(ｳ)翌年度までに完了予定の事業
	・事業の進捗状況
・事業を巡る社会経済情勢の
変化
・事業効果の定量的分析
（費用便益分析等）
・事業効果の定性的分析
・自然環境等への影響と対策
など


注）この基準は、平成25年度の評価対象事業のみ適用することとし、平成26年度以降は、

　（※）1)と用地買収の有無に関わらず工事進捗率80％以上の事業と翌年度までに完了予

定の事業を審議対象から除外する。
平成25年度　開催状況

	年　月　日
	開　催　内　容

	平成25年6月21日
	第１回

事業概要説明

	平成25年7月19日
	第２回

事業概要説明

個別事業審議

	平成25年8月23日
	第３回

事業概要説明

個別事業審議

	平成25年9月13日
	意見交換会（※）
事業概要説明

個別事業説明



	平成25年9月19日

26日
	現地視察

都市計画道路大阪岸和田南海線（府中工区）

都市計画道路池上下宮線

堺第７－３区共生の森

	平成25年10月31日
	第５回

　個別事業審議
意見具申（素案）の審議

	平成25年11月15日


	第６回

意見具申の取りまとめ


※第４回として予定していたが、大阪府建設事業評価審議会規則に定める定足数を満たさなかったため、意見交換会として開催

平成25年度　大阪府建設事業評価審議会　委員名簿

	
	うえおか　のりこ
　　上岡　典子
	（有）ULAN環境工房　代表

	
	　　うすだ　 ともこ
　　碓田　智子　　
	
　　大阪教育大学教育学部　教授

	
	　　おおはま

　　大濱　しのぶ　　
	
　　関西学院大学法学部　教授

	
	たたの　 　　ひろかず
○　多々納　裕一
	
　　京都大学防災研究所 教授

	
	　　なじま　 かずひさ
　　南島　和久
	
　　神戸学院大学法学部　准教授

	
	　　ほしの　 さとし
◎　星野　敏　
	
　　京都大学大学院地球環境学堂　教授

	
	　　みずたに じゅん
　　水谷　淳
	
　　神戸大学大学院海事科学研究科　准教授


　
　（敬称略・50音順）◎：会長　○：会長代理

審議会の審議概要等の資料については、府のホームページに掲載しています。


（http://www.pref.osaka.jp/gyokaku/kensetsu-pro/index.html）


また、府政情報センター、事務局（行政改革課）に備え付けています。
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